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栃 木 県 規 則 第 四 十 五 号

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 二 年 五 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 （ 平 成 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 趣 旨 ） （ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 規 則 は 、 中 小 企 業 者 （ 独 立 行 政 法 人 中 第 一 条 こ の 規 則 は 、 中 小 企 業 者 （ 独 立 行 政 法 人 中

小 企 業 基 盤 整 備 機 構 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 四 十 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 四 十

七 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 七 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定

す る 中 小 企 業 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 行 う 他 の す る 中 小 企 業 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 行 う 他 の

事 業 者 と の 連 携 若 し く は 事 業 の 共 同 化 （ 以 下 「 連 事 業 者 と の 連 携 若 し く は 事 業 の 共 同 化 （ 以 下 「 連

携 等 」 と い う 。 ） 若 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 携 等 」 と い う 。 ） 若 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性

化 に 寄 与 す る 事 業 、 中 小 企 業 者 の 行 う 連 携 等 若 化 に 寄 与 す る 事 業 又 は 中 小 企 業 者 の 行 う 連 携 等 若

し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 化 を 支 援 す る 事 業 又 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 化 を 支 援 す る 事 業

は 大 規 模 な 火 災 、 震 災 そ の 他 の 災 害 に よ り 被 害 を

受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る 事 業 に 必 要 な 資 金 に 必 要 な 資 金

（ 以 下 「 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 」 と い う 。 ） の 貸 （ 以 下 「 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 」 と い う 。 ） の 貸

付 け に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。 付 け に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 貸 付 対 象 事 業 等 ） （ 貸 付 対 象 事 業 等 ）

第 二 条 略 第 二 条 略

２ 略 ２ 略

３ 貸 付 金 の 貸 付 け に 係 る 利 率 は 、 年 〇 ・ 三 五 パ ー ３ 貸 付 金 の 貸 付 け に 係 る 利 率 は 、 年 一 ・ 〇 五 パ ー

セ ン ト と す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 に 掲 げ る 要 件 の セ ン ト と す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 に 掲 げ る 要 件 の

い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 無 利 子 と す る 。 い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 無 利 子 と す る 。

４ 略 ４ 略

第 十 八 条 略 第 十 八 条 略

（ 災 害 に よ り 被 害 を 受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る

事 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 付 け ）

第 十 九 条 第 二 条 か ら 前 条 ま で の 規 定 に か か わ ら

ず 、 大 規 模 な 火 災 、 震 災 そ の 他 の 災 害 に よ り 被 害

を 受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る 事 業 に 必 要 な 資 金

の 貸 付 け に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 知 事 が 別 に 定 め

る 。

第 二 十 条 ・ 第 二 十 一 条 略 第 十 九 条 ・ 第 二 十 条 略

別 表 第 一 の 一 の 項 中 「第２条第１項第１号イ」 を 「第３条第１項第１号イ」 に 、 「独立行政法人中小企業基

盤整備機構の業務（産業基盤整備業務を除く）に係る業務運営財務及び会計に関する省令」 を 「独立行政。 、

法人中小企業基盤整備機構の産業基盤整備業務を除く業務に係る業務運営財務及び会計並びに人事管理に関、

する省令」 に 、 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」 を 「中小企業等経営強化法」 に 、 「第９条

第１項」 を 「第14条第１項」 に 、 「中小企業者等」 を 「中小企業者及び組合等」 に 改 め 、 同 表 一 の 二 の 項 中

「第２条第１項第１号イ」 を 「第３条第１項第１号イ」 に 、 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法
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栃 木 県 規 則 第 四 十 五 号

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 二 年 五 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 貸 付 規 則 （ 平 成 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 趣 旨 ） （ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 規 則 は 、 中 小 企 業 者 （ 独 立 行 政 法 人 中 第 一 条 こ の 規 則 は 、 中 小 企 業 者 （ 独 立 行 政 法 人 中

小 企 業 基 盤 整 備 機 構 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 四 十 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 四 十

七 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 七 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定

す る 中 小 企 業 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 行 う 他 の す る 中 小 企 業 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 行 う 他 の

事 業 者 と の 連 携 若 し く は 事 業 の 共 同 化 （ 以 下 「 連 事 業 者 と の 連 携 若 し く は 事 業 の 共 同 化 （ 以 下 「 連

携 等 」 と い う 。 ） 若 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 携 等 」 と い う 。 ） 若 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性

化 に 寄 与 す る 事 業 、 中 小 企 業 者 の 行 う 連 携 等 若 化 に 寄 与 す る 事 業 又 は 中 小 企 業 者 の 行 う 連 携 等 若

し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 化 を 支 援 す る 事 業 又 し く は 中 小 企 業 の 集 積 の 活 性 化 を 支 援 す る 事 業

は 大 規 模 な 火 災 、 震 災 そ の 他 の 災 害 に よ り 被 害 を

受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る 事 業 に 必 要 な 資 金 に 必 要 な 資 金

（ 以 下 「 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 」 と い う 。 ） の 貸 （ 以 下 「 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 」 と い う 。 ） の 貸

付 け に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。 付 け に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 貸 付 対 象 事 業 等 ） （ 貸 付 対 象 事 業 等 ）

第 二 条 略 第 二 条 略

２ 略 ２ 略

３ 貸 付 金 の 貸 付 け に 係 る 利 率 は 、 年 〇 ・ 三 五 パ ー ３ 貸 付 金 の 貸 付 け に 係 る 利 率 は 、 年 一 ・ 〇 五 パ ー

セ ン ト と す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 に 掲 げ る 要 件 の セ ン ト と す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 に 掲 げ る 要 件 の

い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 無 利 子 と す る 。 い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 無 利 子 と す る 。

４ 略 ４ 略

第 十 八 条 略 第 十 八 条 略

（ 災 害 に よ り 被 害 を 受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る

事 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 付 け ）

第 十 九 条 第 二 条 か ら 前 条 ま で の 規 定 に か か わ ら

ず 、 大 規 模 な 火 災 、 震 災 そ の 他 の 災 害 に よ り 被 害

を 受 け た 中 小 企 業 者 を 支 援 す る 事 業 に 必 要 な 資 金

の 貸 付 け に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 知 事 が 別 に 定 め

る 。

第 二 十 条 ・ 第 二 十 一 条 略 第 十 九 条 ・ 第 二 十 条 略

別 表 第 一 の 一 の 項 中 「第２条第１項第１号イ」 を 「第３条第１項第１号イ」 に 、 「独立行政法人中小企業基

盤整備機構の業務（産業基盤整備業務を除く）に係る業務運営財務及び会計に関する省令」 を 「独立行政。 、

法人中小企業基盤整備機構の産業基盤整備業務を除く業務に係る業務運営財務及び会計並びに人事管理に関、

する省令」 に 、 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」 を 「中小企業等経営強化法」 に 、 「第９条

第１項」 を 「第14条第１項」 に 、 「中小企業者等」 を 「中小企業者及び組合等」 に 改 め 、 同 表 一 の 二 の 項 中

「第２条第１項第１号イ」 を 「第３条第１項第１号イ」 に 、 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法
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律第９条第１項」 を 「中小企業等経営強化法第14条第１項」 に 、 「中小企業者等」 を 「中小企業者及び組合

等」 に 改 め 、 同 表 二 の 項 中 「第２条第１項第１号ロ」 を 「第３条第１項第１号ロ」 に 改 め 、 同 表 三 の 項 中 「第

２条第１項第１号ハ」 を 「第３条第１項第１号ハ」 に 、 「第２条第11号」 を 「第２条第16号」 に 改 め 、 同 表 四

の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 、 「第２条第１項第２号ロ」 を 「第３条第１

項第２号ロ」 に 、 「第２条第１項第２号ハ」 を 「第３条第１項第２号ハ」 に 、 「第２条第１項第２号ニ」 を

「第３条第１項第２号ニ」 に 改 め 、 同 表 五 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。
５削除

別 表 第 一 の 六 の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 、 「第２条第１項第２号ロ」

を 「第３条第１項第２号ロ」 に 改 め 、 同 表 七 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

７削除

別 表 第 一 の 八 の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 改 め 、 同 表 九 の 項 中 「第２条

第１項第２号ハ」 を 「第３条第１項第２号ハ」 に 、 「第２条第１項第２号ニ」 を 「第３条第１項第２号ニ」

に 、 「第２条第１項第２号ホ」 を 「第３条第１項第２号ホ」 に 改 め 、 同 表 十 の 項 中 「第２条第１項第３号」 を

「第３条第１項第３号」 に 改 め 、 同 表 十 一 の 項 中 「第２条第１項第４号」 を 「第３条第１項第４号」 に 改 め 、

同 表 十 二 の 項 中 「第２条第２項第１号」 を 「第３条第２項第１号」 に 改 め 、 「 同号ロに規定する認定基盤施、

設計画」 を 削 り 、 「同号ハ」 を 「同号ロ」 に 、 「同号ニ」 を 「同号ハ」 に 改 め 、 同 表 十 三 の 項 中 「第２条第２

項第２号」 を 「第３条第２項第２号」 に 改 め 、 「 同号ロに規定する認定基盤施設計画」 を 削 り 、 「同号ハ」、

を 「同号ロ」 に 、 「第41条第１項」 を 「第49条第１項」 に 、 「同号ニ」 を 「同号ハ」 に 改 め る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

番貸付金
貸付金の内容

貸付番貸付金
貸付金の内容

貸付

号の種類 割合号の種類 割合

略 略

２略別表第１の６の項又は８略 ２略別表第１の５の項６の略、

の項から10の項まで 項又は８の項から10の項

に掲げる事業のう までに掲げる事業のう

ち当該事業に直接又は ち当該事業に直接又は、 、

間接に参加しようとする 間接に参加しようとする

中小企業者の当該事業に 中小企業者の当該事業に

係る事務所又は事業所の 係る事務所又は事業所の

所在地が４以上の都道府 所在地が４以上の都道府

県の区域にわたるものに 県の区域にわたるものに

係る貸付け 係る貸付け

略 略

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係）

１・２略 １・２略

３削除 ３別表第１の７の項に掲げる事業のうち伝統、
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律第９条第１項」 を 「中小企業等経営強化法第14条第１項」 に 、 「中小企業者等」 を 「中小企業者及び組合

等」 に 改 め 、 同 表 二 の 項 中 「第２条第１項第１号ロ」 を 「第３条第１項第１号ロ」 に 改 め 、 同 表 三 の 項 中 「第

２条第１項第１号ハ」 を 「第３条第１項第１号ハ」 に 、 「第２条第11号」 を 「第２条第16号」 に 改 め 、 同 表 四

の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 、 「第２条第１項第２号ロ」 を 「第３条第１

項第２号ロ」 に 、 「第２条第１項第２号ハ」 を 「第３条第１項第２号ハ」 に 、 「第２条第１項第２号ニ」 を

「第３条第１項第２号ニ」 に 改 め 、 同 表 五 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

５削除

別 表 第 一 の 六 の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 、 「第２条第１項第２号ロ」

を 「第３条第１項第２号ロ」 に 改 め 、 同 表 七 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

７削除

別 表 第 一 の 八 の 項 中 「第２条第１項第２号イ」 を 「第３条第１項第２号イ」 に 改 め 、 同 表 九 の 項 中 「第２条

第１項第２号ハ」 を 「第３条第１項第２号ハ」 に 、 「第２条第１項第２号ニ」 を 「第３条第１項第２号ニ」

に 、 「第２条第１項第２号ホ」 を 「第３条第１項第２号ホ」 に 改 め 、 同 表 十 の 項 中 「第２条第１項第３号」 を

「第３条第１項第３号」 に 改 め 、 同 表 十 一 の 項 中 「第２条第１項第４号」 を 「第３条第１項第４号」 に 改 め 、

同 表 十 二 の 項 中 「第２条第２項第１号」 を 「第３条第２項第１号」 に 改 め 、 「 同号ロに規定する認定基盤施、

設計画」 を 削 り 、 「同号ハ」 を 「同号ロ」 に 、 「同号ニ」 を 「同号ハ」 に 改 め 、 同 表 十 三 の 項 中 「第２条第２

項第２号」 を 「第３条第２項第２号」 に 改 め 、 「 同号ロに規定する認定基盤施設計画」 を 削 り 、 「同号ハ」、

を 「同号ロ」 に 、 「第41条第１項」 を 「第49条第１項」 に 、 「同号ニ」 を 「同号ハ」 に 改 め る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

番貸付金
貸付金の内容

貸付番貸付金
貸付金の内容

貸付

号の種類 割合号の種類 割合

略 略

２略別表第１の６の項又は８略 ２略別表第１の５の項６の略、

の項から10の項まで 項又は８の項から10の項

に掲げる事業のう までに掲げる事業のう

ち当該事業に直接又は ち当該事業に直接又は、 、

間接に参加しようとする 間接に参加しようとする

中小企業者の当該事業に 中小企業者の当該事業に

係る事務所又は事業所の 係る事務所又は事業所の

所在地が４以上の都道府 所在地が４以上の都道府

県の区域にわたるものに 県の区域にわたるものに

係る貸付け 係る貸付け

略 略

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係）

１・２略 １・２略

３削除 ３別表第１の７の項に掲げる事業のうち伝統、

-
3

-

的工芸品産業の振興に関する法律（昭和49年法

律第57号）第５条第３項に規定する認定振興計

画同法第８条第３項に規定する認定共同振興、

計画若しくは同法第10条第３項に規定する認定

活性化計画に基づき実施する事業又はエネル

ギ等の使用の合理化及び資源の有効な利用にー

関する事業活動の促進に関する臨時措置法（平

成５年法律第18号）第20条第２項に規定する中

小企業承認事業計画に基づき実施する事業に係

る貸付けであって知事が別に定めるもの、

４略 ４略

５別表第１の１の項から４の項まで６の項５別表第１の１の項から４の項まで６の項、 、 、 、

10の項又は11の項 に掲げる事業のう７の項10の項又は11の項に掲げる事業のう、

ち災害の発生を未然に防止し又は災害が発ち災害の発生を未然に防止し又は災害が発、 、 、 、

生した場合における被害の拡大を防止するため生した場合における被害の拡大を防止するため

の共同防災施設の整備に係る事業に係る貸付けの共同防災施設の整備に係る事業に係る貸付け

であって知事が別に定めるもの であって知事が別に定めるもの、 、

６８略 ６８略～ ～

９削除 ９別表第１の７の項に掲げる事業のうち小売、

振興法第４条第４項の認定を受けた電子計算機

利用経営管理計画に基づき実施する事業に係る

貸付けであって知事が別に定めるもの、

10 削除 10 別表第１の５の項に掲げる事業のうち小売、

振興法第４条第５項の認定を受けた連鎖化事業

計画に基づき実施する事業に係る貸付けであっ

て知事が別に定めるもの、

11 13 略 11 13 略～ ～

14 別表第１の６の項又は10の項 に掲げ14 別表第１の６の項７の項又は10の項に掲げ、

る事業のうち中心市街地の活性化に関する法る事業のうち中心市街地の活性化に関する法、 、

律第７条第８項に規定する特定商業施設等整備律第７条第８項に規定する特定商業施設等整備

事業又は同条第10項に規定する特定事業に係る事業又は同条第９項に規定する特定事業に係る

同法第49条第１項に規定する認定特定民間中心同法第41条第１項に規定する認定特定民間中心

市街地活性化事業計画に基づき実施する事業に市街地活性化事業計画に基づき実施する事業に

係る貸付けであって知事が別に定めるもの 係る貸付けであって知事が別に定めるもの、 、

15 別表第１の４の項６の項（特定中小企業団15 別表第１の４の項６の項（特定中小企業団、 、

体の行う事業に限る） 10の項又は11の項に体の行う事業に限る） 10の項又は11の項に。 、 。 、

掲げる事業のうち中心市街地の活性化に関す掲げる事業のうち中心市街地の活性化に関す、 、

る法律第７条第７項に規定する中小小売商業高る法律第７条第７項に規定する中小小売商業高

度化事業に係る同法第49条第１項に規定する認度化事業に係る同法第41条第１項に規定する認

定特定民間中心市街地活性化事業計画に基づき定特定民間中心市街地活性化事業計画に基づき

実施する事業に係る貸付けであって知事が別実施する事業に係る貸付けであって知事が別、 、

に定めるもの に定めるもの

16 別表第１の１の項又は４の項から10の項まで16 別表第１の１の項又は４の項から10の項まで

に掲げる事業のうち中小企業等経営強化法第に掲げる事業のうち中小企業の新たな事業活、 、

15条第２項 に規定する動の促進に関する法律第10条第２項に規定する

承認経営革新計画に基づき実施する事業に係る承認経営革新計画に基づき実施する事業に係る

貸付けであって知事が別に定めるもの 貸付けであって知事が別に定めるもの、 、

16の２19 略 16の２19 略～ ～

附 則
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的工芸品産業の振興に関する法律（昭和49年法

律第57号）第５条第３項に規定する認定振興計

画同法第８条第３項に規定する認定共同振興、

計画若しくは同法第10条第３項に規定する認定

活性化計画に基づき実施する事業又はエネル

ギ等の使用の合理化及び資源の有効な利用にー

関する事業活動の促進に関する臨時措置法（平

成５年法律第18号）第20条第２項に規定する中

小企業承認事業計画に基づき実施する事業に係

る貸付けであって知事が別に定めるもの、

４略 ４略

５別表第１の１の項から４の項まで６の項５別表第１の１の項から４の項まで６の項、 、 、 、

10の項又は11の項 に掲げる事業のう７の項10の項又は11の項に掲げる事業のう、

ち災害の発生を未然に防止し又は災害が発ち災害の発生を未然に防止し又は災害が発、 、 、 、

生した場合における被害の拡大を防止するため生した場合における被害の拡大を防止するため

の共同防災施設の整備に係る事業に係る貸付けの共同防災施設の整備に係る事業に係る貸付け

であって知事が別に定めるもの であって知事が別に定めるもの、 、

６８略 ６８略～ ～

９削除 ９別表第１の７の項に掲げる事業のうち小売、

振興法第４条第４項の認定を受けた電子計算機

利用経営管理計画に基づき実施する事業に係る

貸付けであって知事が別に定めるもの、

10 削除 10 別表第１の５の項に掲げる事業のうち小売、

振興法第４条第５項の認定を受けた連鎖化事業

計画に基づき実施する事業に係る貸付けであっ

て知事が別に定めるもの、

11 13 略 11 13 略～ ～

14 別表第１の６の項又は10の項 に掲げ14 別表第１の６の項７の項又は10の項に掲げ、

る事業のうち中心市街地の活性化に関する法る事業のうち中心市街地の活性化に関する法、 、

律第７条第８項に規定する特定商業施設等整備律第７条第８項に規定する特定商業施設等整備

事業又は同条第10項に規定する特定事業に係る事業又は同条第９項に規定する特定事業に係る

同法第49条第１項に規定する認定特定民間中心同法第41条第１項に規定する認定特定民間中心

市街地活性化事業計画に基づき実施する事業に市街地活性化事業計画に基づき実施する事業に

係る貸付けであって知事が別に定めるもの 係る貸付けであって知事が別に定めるもの、 、

15 別表第１の４の項６の項（特定中小企業団15 別表第１の４の項６の項（特定中小企業団、 、

体の行う事業に限る） 10の項又は11の項に体の行う事業に限る） 10の項又は11の項に。 、 。 、

掲げる事業のうち中心市街地の活性化に関す掲げる事業のうち中心市街地の活性化に関す、 、

る法律第７条第７項に規定する中小小売商業高る法律第７条第７項に規定する中小小売商業高

度化事業に係る同法第49条第１項に規定する認度化事業に係る同法第41条第１項に規定する認

定特定民間中心市街地活性化事業計画に基づき定特定民間中心市街地活性化事業計画に基づき

実施する事業に係る貸付けであって知事が別実施する事業に係る貸付けであって知事が別、 、

に定めるもの に定めるもの

16 別表第１の１の項又は４の項から10の項まで16 別表第１の１の項又は４の項から10の項まで

に掲げる事業のうち中小企業等経営強化法第に掲げる事業のうち中小企業の新たな事業活、 、

15条第２項 に規定する動の促進に関する法律第10条第２項に規定する

承認経営革新計画に基づき実施する事業に係る承認経営革新計画に基づき実施する事業に係る

貸付けであって知事が別に定めるもの 貸付けであって知事が別に定めるもの、 、

16の２19 略 16の２19 略～ ～

附 則

-
4

-

１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ 改 正 後 の 第 二 条 第 三 項 の 規 定 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 日 以 後 の 貸 付 け の 決 定 に 係 る 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 に

つ い て 適 用 し 、 同 日 前 の 貸 付 け の 決 定 に 係 る 中 小 企 業 高 度 化 等 資 金 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 経 営 支 援 課 ）


